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概要：現在，社会のあらゆる分野において ICT（情報通信技術）は演用されている．ICTとは，時間や場

所に関係なく人間同士，人間と機器，機器同士がリアルタイムで情報交換をすることが容易となる技術で

あり，現在の日本における高度情報社会の基盤となっている．一方，現行の ICTを演用していない我が国

の選挙では，多様化する個々の意志が，反映できないという問題が生じている．この民意非反映問題を解

決するために，本稿では，シミュレーション上で ICTを演用した環境における投票による集団的意思決定

のシーン，すなわち ICTを演用した選挙を想定し，ICT演用による投票者および候補者への影響を調査し

検討する．そして，そのような環境に適した集団的意思決定アルゴリズムを提案し評価する．

An Evaluation of Group Decision Making Mechanism
on ICT-based Society

Kengo Ikegaya†1 Takashi Okuda†1 Tetsuo Ideguchi†1 Xuejun Tian†1

1. はじめに

現在，ICTは幅広い産業・分野へ普及しつつあり，先進

国，新興国はもとより，発展途上国においてもこの技術は

広がりつつある [1]．ICTとは，時間や場所に関係なく人

間同士，人間と機器，機器同士がリアルタイムで情報交換

をすることを容易とする技術であり，現存の社会システム

の問題の改善のために大いに活用されている [1]．

　一方，集団が何らかの意思を選択，あるいは決定をする

際，それを投票にゆだねることは社会においてよく見られ

る [2]．例えば，我が国の選挙においても，国民の集団的意

思を決定すべく投票という手段で意思の決定がおこなわれ

ている．

　選挙のような意思決定においては，国民の意志・考え (以

下，民意とする) が投票結果に反映されることが重要であ

る．しかし，現在採用されている投票では，民意が必ず意志

決定の結果に反映されているとは限らない．実際に，2012

†1 現在，愛知県立大学大学院，情報科学研究科，情報システム専攻

Presently with Graduate school of Information Science and
Technology, Aichi Prefectural Universe

年の自民党総裁選において，地方票（地方代議員による投

票）では，石破氏が優勢となっていたが，その後の決選投

票（国会議員のみの投票）において安倍氏が当選した [3]．

　このような民意を反映できていないという社会問題を持

つ選挙には現在，ICTの演用はなされていない．ここで，

「演用」は，文献 [4]から引用した言葉であり，情報システ

ムを適応した環境下において，ユーザがどのように振る舞

い，演じるかという意味がある．ICT が演用されていな

い原因として挙げられるものは，日本の選挙に関する法律

「公職選挙法 [5]」において，選挙告示や公示後に候補者や

第 3者がインターネットを用いて選挙運動をおこなうこと

が禁じられているといった法律の問題や，ネット投票にお

いては投票結果のデータ改ざんなどのセキュリティの問題

などである．

　しかし，現代の多様化した民意をより選挙に反映するた

めには，選挙への ICTの演用は必要である．また，現行の

選挙のシステムに対し文献 [6]では，「現在の高度情報社会

において ICTを基盤としたサービスである SNSといった

ソーシャルメディアを活用できていないことは異常事態で
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ある」と述べられている．

　そこで，本稿では ICTを演用した投票による選挙をエー

ジェントベースモデリング（ABM）からアプローチし，

ICT演用による投票者と候補者への影響を想定する．そし

て，そのような想定環境において，より民意が反映できる

ような集団的意思決定アルゴリズムを提案し評価をおこな

う．以降，評価し投票をおこなう側を投票者，投票によっ

て選ばれる側を候補者とする．

　以下，2節では，集団的意思決定と民意について述べ，3

節では，想定する ICT演用による影響について述べ，4節

では，ABMについて述べ，5節では，数値例について述

べ，6節では，本稿のまとめについて述べる．また，付録

にて，ネット選挙の現状・規則について述べる．

2. 集団的意思決定と民意

以下，2.1項では，集団的意思決定について述べ，2.2項

では，民意について述べる．

2.1 集団的意思決定

本稿における集団的意思決定とは，投票者が，まず，候

補者の情報などから，あらかじめ候補者の選好を決め，次

に，投票に参加するのか棄権するのか判断し，最後に，投

票方式に従い投票し１人の候補者を選択することを指す．

　図 1に，投票までの流れの概念図を示す．

図 1 投票までの流れ

以下，Iでは，投票参加の判断モデルについて述べ，IIで

は，投票について述べる．

I．投票参加の判断モデル

　投票の参加・棄権の判断は，投票結果に関して大きく影

響を与える要素である．選挙をおこなうにしても，投票に

参加する者がいなければ候補者を選択することはできな

い．本稿では，各投票者の投票参加の判断を，文献 [7]で

提唱されているライカーオードシュックの期待効用モデル

を用いて表現する．期待効用モデルは，Rを投票すること

によって得られる利益，pを自分の投票参加が投票結果に

もたらす影響についての主観的確率，B を候補者間の政策

の違い・争点態度差，C を投票コスト，Dを投票による長

期的な利益とすると，

R = p ·B − C +D (1)

と表される．pは，選挙が接戦になるかどうか，つまり他の

投票者に関する予測に基づく．B は，候補者の提示した争

点態度を投票者が，どの程度認知しているかということで

ある．C は投票コストとなっているが，さらにこれを 2つ

に区分する．1つは情報コストである．候補者の情報（争

点態度など）を得るためには，テレビ，新聞，街頭演説な

どの聴講する必要がある．このように情報を得るためのコ

ストを指す．もう 1つは物理的コストであり，投票所に行

くまでに掛かるコストや，投票日に別の予定が入っており

その予定をずらす，または，期日前投票に行くなどのコス

トが挙げられる．Dの長期的な利益とは，投票するという

義務を達成することによって得られる満足感や投票するこ

とにより，自分の意見を表現する満足感などを表している．

II．投票

　投票へ参加すると決めた投票者は，自分の中で候補者の

選好順序を決め，それに応じて投票をおこなっていく．そ

の投票を集計する過程は非常に重要なものであり，選挙に

大きく影響を与える．投票の集計の仕方，すなわち投票方

式には様々な方法があり，代表的な方式として，(1)単記

投票方式，(2)順位評点法がある．それぞれの方式につい

て述べる．

(1)単記投票方式 　

　投票の仕様，投票結果の集計法で最も簡易な投票方

式である．これは，各投票者が与えられた選択肢のう

ち１つだけを選んで，投票用紙に記入し，集計におい

て最大得票数の選択を持って，集団的決定とするもの

である．いわゆる選挙と呼ばれるものは，ほとんどと

いってよいほど，この方式が採用されている．

(2)順位評点法 　

　単記投票方式に問題があると指摘したボルダによっ

て提案されたものである．また順位評点法はボルダ方

式とも呼ばれる．順位評点法というのは，選択肢がm

個与えられた場合に，各投票者が自分でつけた選択

肢の順位の最高のものに，m − 1，次の順位のものに

m− 2，と順位を付け，最下位のものを 0 点とするも

である．このように順位評点のすべての投票者に対す

る合計を求めて，評点合計の最大な選択肢から順に，

集団的選好順序を決めていく．　　

2.2 民意

本項では，まず民意について述べ，次に民意の定義につ

いて述べる．

　本研究において，民意の定義というのは重要な要素であ

る．そもそも民意とは，社会・集団にとって最も良い選択・

決定とされているが，具体的な定義といったものは無い．

そこで本研究における民意は，多数決原理における選択を

その集団における民意とする．

　多数決原理とは，全投票者の内における「aより bを好

む」といったような選好順序を全て組合せ，それによって

集団の選好順序を出力し，最も選好されたものを集団の決
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定とするものである [8]．この多数決原理は投票とは違い，

投票者の潜在的な意思をそのまま集団の意思に反映させる

為，民意とみなすことができる．

3. 想定する ICT演用の環境

本節では，ICT演用が投票者と候補者に対して，どのよ

うに影響を与えるか，以下に整理する．(1)(2)(3)は，2.1

節の I．投票参加の判断モデルで述べた期待効用モデルと

関連付けて，(4)は，同節の II．投票で述べた投票方式に

関連付けて述べる．

　以下，図 2に，ICT演用による影響の概要図を示す．

図 2 ICT による影響

(1)候補者の情報掲載による影響

　候補者が自らの考えや主張・争点態度をネットに開示で

き，投票者もそれを自由に見ることができる．投票者は候

補者の争点態度を認知することにより，初めてその候補者

を評価する．この要素は，期待効用モデルにおけるBの項

目に関係する．

(2)相互作用への影響

　元々，実社会では選挙活動やコミュニケーションによる

投票者同士・投票者と候補者の相互作用はあった．しかし

ICTによって相互作用はリアルタイム性を持つようになっ

た．時間場所に関係なく，候補者に関する情報など手に入

れることができ，また投票者が別の投票者へ候補者の口コ

ミなどを発信する機会が増え，直ぐに投票者・候補者の行

動へ影響を与えるようになると考えられる．この要素は，

リアルタイムに選挙の状態が確認てきることから，期待効

用モデルにおける pの項目，B の項目に関係する．

(3)投票コスト

　ネットワークを利用することによって候補者の情報が手

に入りやすくなる，ネット投票によって投票しやすくなる

ということによって投票コストは減り，それに伴って投票

率が上がることが考えられる [9]．この要素は，期待効用モ

デルにおける C の項目に関係がある．

(4)様々な投票方式への対応

　我が国において，ICT を演用しないこれまでの選挙で

は，集計が最も容易である単記投票で投票をおこなってき

た．投票者が１人だけ候補者の名前を書けば済むからであ

る．しかし，ICTを演用することによって様々な投票方式

へ容易に対応できる．ICTを演用すると，用紙記入ではな

く，電子的な記入になるためである．この要素は，期待効

用モデルとは関係はないが，集計方法の変化により，選挙

そのものに重要な影響を与える要素と言える．

4. ABM：エージェントベースモデリング

3節で述べた性質持つ ICT演用環境における選挙をABM

で表現するためのモデルを述べる．以下に，モデルの基礎

理論となる ABMと本稿の想定する環境モデルについて述

べる．

ABM

　ABMは，環境知覚能力と知的メカニズム，行動能力を備

えたエージェントと呼ばれる概念を複数使用した，マルチ

エージェントシステムを用いて実社会の現象を分析する手

法である．エージェントはある環境を知覚し，内部状態と

組み合わせて適切な行動を選択しおこなう．その結果，環

境や他のエージェントに対して影響を与える．ここで環境

とはエージェントの外部にあるものを指す．このエージェ

ントが集まった集団をマルチエージェントと呼び，エー

ジェントが相互作用するシステムをマルチエージェントシ

ステムと呼ぶ．本稿では，これをモデルの基礎とし，想定

環境のモデリングをおこなう．

想定環境モデルについて

　 ICTを演用した環境において，投票によって複数の候

補者から一人を選択するシーンを想定する．本稿では，投

票者は争点ごとに対する自分の考え方，自分の政策・マニ

フェスト（以下，争点態度とする）を持っており，それに

最も近い争点態度を持つ候補者を選好する．また，投票者

はそれぞれ投票に参加・不参加判断し，それによって選挙

毎の投票率が変化することを想定する．

　図 3に，想定環境の概念図を示す．

図 3 想定概念図

なお，本稿における ICTを演用した環境とは，候補者は

自分の争点態度を投票者に向けて自由に発信できること，
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投票者同士がリアルタイムで自由なコミュニケーションを

可能とし，評判や口コミによって，互いの候補者の選好へ

影響を与え合うことを想定する．また，投票をおこなう際

にも ICT演用によって，様々な投票方式が利用できること

を想定する．

　以下，4.1節では，想定する ICT演用環境に関するパラ

メータを述べ，4.2節では候補者のパラメータを述べ，4.3

節では，投票者のパラメータを述べる．

4.1 環境

候補者：C = {1, 2, 3, . . . , j, . . . ,M}（N > M）は投票

者：V = {1, 2, 3, . . . , i, . . . , N}の投票によって唯一選択さ
れる．なお，ICT演用による投票者 V のネットワークを

表現するためスケールフリーネットワーク [10]で投票者同

士をリンクさせる．

4.2 候補者

以下に，候補者の争点態度と発信行動について述べる．

・争点態度

　候補者 j は c個の争点についてそれぞれ考え方を持つと

する．c番目の争点に対する考え方を majc と表し，それ

らを要素とするベクトルを争点態度MAj として表現し，

MAj = (maj1,maj2, . . . ,majc) (2)

とする．

・発信行動

　候補者 j は，投票者から 1 人をランダムで選び，自ら

の争点態度MAj を伝達する．これを候補者の発信行動と

する．

4.3 投票者

投票者は候補者の争点態度を認知し，それを元に候補者

の評価を決め，投票参加の判断をおこない，投票先を決め

る．以下に，争点態度，候補者の評価，発信行動，他の投

票者からの影響，投票参加の判断，投票方式について述べ

る．

・争点態度

　投票者 iは c個の争点についてそれぞれ考え方を持つと

する．c番目の争点に対する考え方を isic と表し，それら

を要素とするベクトルを争点態度 ISi として表現し，

ISi = (isi1, isi2, . . . , isic) (3)

とする．

・評価方法

　候補者への評価方法は，投票者との争点態度の差によっ

て決定する．投票者 iと候補者 j の争点態度の相違を争点

態度距離 dij とする．c番目の争点の重みを wc とし，投票

者 iと候補者 j の争点態度距離 dij を

dij =
c∑

l=1

wl · |isil −majl| (4)

とする．（投票者 iが候補者 j の争点態度MAj を認知し

ていない場合，MAj = (0, . . . , 0)と認識する．）dij が小さ

いほど大きくなる指数関数的に増加する値を候補者 j に対

する評価 aij とする．投票者 iの持つ候補者の評価ベクト

ルを

Ai = (ai1, ai2, · · · , aiM ) (5)

とする．投票者 iは，評価 Ai を基に候補者を降順に並び

替え，それを投票者 iが持つ候補者の選好順序とする．

・発信行動

　発信は λのポアソン分布に従う．発信の性質について，

以下の 2点に整理する．

　 (1) 投票者 iは認知している候補者 jの争点態度MAj

をつながりを持つ他の投票者へ伝達し，伝達された側

はそれを確率 qで認知する

　 (2) 投票者 iは候補者 j の評価 aij をつながりを持つ

他の投票者へ伝達し，伝達された側はそれを確率 qで

認知する

・他の投票者からの影響

　他の投票者から伝達された評価によって，自分が持つ候

補者の評価へ影響を受けることを想定する．時刻 tにおけ

る，投票者 iの候補者 jに対する評価 aij(t)，投票者 iの周

りの投票者の評価を āij(t)とすると，

aij(t) = (1− α) · aij(t− 1) + α · āij(t− 1) (6)

となる．なお以下より，時刻 tにおける投票者 iの評価ベ

クトルは，式 (5)と式 (6)から Ai(t)と表現する．

・投票参加の判断

　各投票者の投票参加判断を 2.1の Iで述べた期待効用モ

デルを用いて表現する．時刻 tにおける，投票者 iの投票

参加が結果にもたらす影響についての主観的予測を pi(t)，

争点態度差を Bi，長期的利益を Di，投票コストを Ci と

し，投票者 iが投票に参加し得る利益 Ri を

Ri(t) = pi(t) ·Bi +Di − Ci (7)

とする．以下に，各項について述べる．

• pi(t)：他の投票者が持つ候補者の評価 aに基づいて，

投票者自身が選挙の状況を予測する．

• Bi：投票者 iが認知している各候補者の争点態度差の

和を Bi とする．投票者 iが，ある候補者の争点態度

MAを認知していない場合，その候補者と他の候補者

の争点態度差は Bi へ加算されない．

• Di：投票するという義務の達成感などの長期的な利

益．この値は投票者ごと異なる．

• Ci：Ci = Cini + Cphi とする．Cini は投票者 iが候
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補者 j の争点態度を得るための情報コストとする．本

稿では，全ての候補者の争点態度を認知するまでにか

かった時間をコストとし，認知した時刻のコストを

Cini(t)とする．Cphi は，投票所までに行く距離や投

票日の予定など合わせる物理的コストとする．本稿で

は，物理的コストは考慮しない．

・投票方法

　投票者 iは，シミュレーション期間 T 経過後，利益Ri > 0

の時，評価ベクトル Ai(t)による選好順序に従って投票を

おこなう．

　投票方式は，文献 [11]で示されている単記投票 (Single

Ballot)，順位評点法 (Borda Count)，を用い，ならびに単記

投票を拡張した仕様である 1日 1票：方式A(Method A)，

任意のタイミングで投票：方式B(Method B)，順位評点法

を拡張した仕様：方式 C(Method C)の 5種類の方式を実

施する．

　表 1に，各投票方式の表記と方法を示す．

表 1 投票方式

投票方式 表記 方法

単記投票 SB 最も選好する候補者へ投票

順位評点法 BC 選好順序による重み付け投票

方式 A MA 1 日 1 票の単記投票

方式 B MB 任意のタイミングで単記投票

方式 C MC 選好順序の上位 2 名のみへ重み付け投票

なお，「方式 A」の投票タイミングは，１日１回という仕

様より，T 経過後ではなく期間中に複数回投票するものと

し，「方式 B」の投票タイミングは，投票者の利益 Ri と時

刻 tに依存し，シミュレーション期間 T の間に１回だけ投

票することができる．

5. 数値例

以下に，5.1項では，4節で定義したパラメータの属性値

を述べ，5.2講では，ICT演用による選挙への効果を評価

するための詳細をで述べ，5.3項では，シミュレーション

結果を述べる．

5.1 属性値

候補者数をM = 4[人]とし，投票者数をN = 500[人]と

する．投票者の形成するスケールフリーネットワークの次

数 k の分布は p(k) ∝ k−η とする．なお，−η は文献 [10]

で提唱されている η = 2.5とする．シミュレーション期間

は，国政選挙の公示期間に合わせ T = 12[day]とし，その

間投票者は，候補者から争点態度を知り，また，投票者同

士は発信行動により相互作用をする．その後，投票者は，

期待効用モデルにより投票への参加・棄権を判断し，投票

方式 SB,BC,MA,MB,MCの 5種類に基づいて，投票をお

こなう．これを 1回のシミュレーションとする．

　以下に，候補者と投票者の属性値について述べる．

候補者

　候補者 j の争点態度MAj は，争点態度数 c = 3とし，

MAj = (maj1,maj2,maj3)のそれぞれの要素を，0.0～5.0

の一様乱数とする．発信行動は，1時間に 10%の確率で投

票者を 1人ランダムで選択し，争点態度MAj 伝える．

投票者

　投票者 iの争点態度 ISi は，候補者と同様に，争点態度

数 c = 3とし，ISi = (isi1, isi2, isi3)のそれぞれの要素を，

0.0～5.0の一様乱数とする．争点態度距離 dにおける重み

を (w1, w2, w3) = (1, 1, 1)とする．認知率 q = 0.5とし，影

響の受けやすさ α = 0.1とする．期待効用モデルにおける，

物理的コスト Cphi = 0とし，長期的利益Diを正の値を持

つ一様乱数とする．なお，発信頻度以外の上記の数値は，

ICT非演用環境において（投票者の発信頻度 λ = 0.0[/day]

の時），投票率が 50%前後となるよう与えた．

5.2 評価方法

本稿では，シミュレーションを 300回施行した．評価方

法は，選挙における ICT演用の効果を検証すべく，表 2の

2種類の環境において，「投票率」と 2.2項で定義した多数

決原理における勝者と投票における勝者との「一致率」を

比較する．

表 2 環境

環境 表記 発信頻度 λ[/day] 投票方式

環境 1 Not ICT λ = 0.0 SB のみ

環境 2 ICT λ = 1.0～10.0 SB,BC,MA,MB,MC

環境 1が ICT非演用な環境であり，環境 2が ICT演用

環境となっている．なお，環境 2におけるMAとMBの投

票率は，仕様が異なるため，これらの投票率は別々に出力

する．

5.3 シミュレーション結果

図 4では，発信頻度 λと投票率の関係を示し，図 5では，

発信頻度 λと各投票方式と多数決原理の一致率の関係を示

す．なお，図 4における黒の水平線は環境 1における平均

投票率を示し，図 5における同様の水平線は環境 1におけ

る一致率を示す．

　環境 2における SB,BC,MCと環境 1の投票率を比較す

ると，発信頻度 λに関係なく，上回ることが分かる．ICT

を演用することにより，候補者の争点態度が投票者に拡散

しやすくなり，情報コストの減少，各候補者の争点態度差

が明確になりやすくなることへ繋がり，参加する投票者が

増えた．また，投票者の評価による，勝利者の予測が立て

やすくなり，それによって参加する投票者が増えた．環境
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2におけるMAと環境 1を比較すると，1日 1票という制

度によって，投票率は減少した．選挙が始まった最初の期

間では，候補者の争点態度や他の候補者の評価が出回らな

いため，投票へ参加する者は少ないことが原因と考えられ

る．また，λ = 3.0[/day]以降，環境 1の投票率を上回って

いることが分かる．環境 2におけるMBと環境 1を比較す

ると，発信頻度に関係なく上回ることが分かる．任意に投

票するという制度より，投票へ参加しやすくなったことが

分かる．

図 5.3において，環境 2における SB,MA,MBの一致率

は，発信頻度に関係なく環境 1の一致率を上回ることが分

かる．逆に，環境 2における BC,MCの一致率は，発信頻

度に関係なく環境 1の一致率を上回ることが分かる．例え

ば，候補者数M = 4の時，投票者個人の中で 1番選好の

候補者と 2番選好の候補者の間で，いくら評価に差があっ

ても，1番目には 4点，2番目には 3点を与えることには

変わりなく，最終的に，1番目の候補者と 2番目の候補者

の得票差がなくなり，多数決原理と勝者が一致する回数が

減った．
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6. まとめと今後の展開

本稿では，ICTを演用した投票による選挙を ABMから
アプローチし，ICT演用による投票者と候補者への影響を
想定した．そして，そのような想定環境において，より民
意が反映できるような集団的意思決定アルゴリズムを提案
し評価をおこなうために，発信頻度（ICT演用の度合）と
投票率および一致率の関係性について検討した．
　今後の展開としては，投票者における ICT演用の割合と
投票率，一致率の関係について検討する．
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付 録

A.1 ネット選挙の現状について

2013 年 4 月 19 日，インターネットを使った選挙運動

（ネット選挙）を解禁する改正公職選挙法は参院本会議に

て全会一致で可決，成立した．これにより当年の夏の参院

選以降，地方選も含めてネット上での新たな選挙活動が可

能となり，選挙活動のスタイルが大きく変わることが予想

される．ネット選挙は，アメリカの大統領選などですでに

活用されており，それを有効に活用したオバマ大統領は

選挙に勝利している．以前，日本でもネット選挙を解禁す

る動きは一部であった．しかし，公職選挙法など弊害が多

く，しばらく実現されなかった．近年，解禁の動きが活発

となったのは，SNS(ソーシャルネットワーキングサービ

ス)が普及し，多くの国民がインターネットによりコミュニ

ケーションを取り始めたことがきっかけである．さらに，

2012年春「One Voice Canpaign[12]」という団体がネット

選挙のメリットや，海外における実例などを拡散し，多く

の政治家・国民から賛同者を集めた．これらの動きにより，

国民のネット選挙への関心は大きくなり，上述の通り解禁
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へと至った．

A.2 現状のネット選挙規則

A.1において，ネット選挙は解禁されたことを述べたが，

ネットを使用できる場面は限られている [13]．表 A·1に，
ネット選挙で出来ること，および禁止されていることをま

とめる．

　なお，候補者が HP やブログ，SNS などで，選挙運動

をするには，自分の名前を公にすることや，メールアドレ

スといった連絡先などを一緒に掲載する必要がある．これ

は，第 3者によるなりすましの防止のためである．また，

メールでの選挙運動が禁じられている理由は，メールは外

部からやり取りが見えにくく，誹謗中傷が行き交うことを

防ぐためである．また，有権者個人から候補者へメールを

送信することも禁じられている．議論をするならば，公な

場，HPや SNS上でおこなう必要がある．

表 A·1 ネット選挙における規則

・HP，ブログ，SNS などでの選挙運動

可能なこと ・候補者へネット上で議論するなど，双方向のやり取り

・候補者のネット討論会をネットで配信

禁止行為 ・メールでの選挙運動
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